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はじめに

環境は、人々が日々の生活を営む生活環境、里地・里山などから構成

される自然環境、そして気候システムといった地球環境などに分類でき、

これらが重層的に環境を構成し、それぞれにさまざまな機能を果たし、

そして相互に関連しながら、全体としてバランスを保っています。

環境法のしくみを学んでいく上では、こうした環境の全体像を俯瞰し

た上で、個々の分野の理解を深めていくことが重要と考えられます。

しかしながら、書店の環境のコーナーには、公害、廃棄物、自然環境、

生物多様性、地球環境などさまざまな種類の書籍が並べられており、や

やもすると、所管する分野にあわせて、各職場で直面する事務や課題へ

の対応におわれ、全体像を把握できないということになりかねません。

また、環境法というと、さまざまな法律が関連しており、これを理解

するのは難しい、さらには、多くの判例の蓄積もあり、とっつきにくい

という感じが強いかもしれません。

こうしたことから、ここでは、はじめて環境セクションに配属された

職員や、環境法をはじめて学ぶ学生の方を対象として、主に自治体の視

点から、環境法の全体像を簡単に把握できるように努めることとし、環

境に係る法律の体系を中心として、そのポイントをわかりやすく図解し

ました。

この本をきっかけとして、自治体環境法に対する理解が少しでも深ま

れば幸いです。

　　　2012年６月

鈴木　洋昌　
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基準超過NOx

環境影響評価制度

大気汚染物質の排出規制

廃棄物の有料化

公害防止協定
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 直接規制的手法 ：社会全体として達成すべき一定の目標と最低限の遵守事項
を示し、これを法令に基づく統制的手段（命令、統制、指導及び罰則）を用い
て達成しようとするもの
例：大気汚染物質の排出規制など

 枠組規制的手法：目標の提示、一定の手順・手続きを踏むことなど行為の枠
組みを示し、その遵守を義務づけることによって規制の目的を達成しようとす
るもの
例：PRTR法（＊１）の規制など

 手続的手法  ：意思決定過程の要所要所に環境配慮のための判断が行われる機会と
環境配慮に際しての判断基準を手続的に組み込んでいく政策手法（枠組み規制と類似）
例：環境影響評価制度（＊５）

 経済的手法  ：税・課徴金あるいは補助金や排出権取引（＊２）のように市場
メカニズムを前提とした政策手法
例：廃棄物の有料化、炭素税など

 自主的手法  ：事業者等が、自らの行動に一定の努力目標を設け、自主的に環
境保全のための取組を行うもの
例：経団連の自主行動計画、公害防止協定（＊３）

 情報的手法  ：事業活動や製品・サービスに関して、環境負荷等に関する情報
の開示と提供を進めることにより、消費者、投資家等のさまざまな利害関係者
が、環境保全活動に積極的な事業者や環境負荷の少ない製品等を評価し選択で
きるようにするもの
例：省エネラベル、建築環境総合性能評価システム（CASBEE）（＊４）

行政

CASBEE 環境性能の
高い住宅の
選択

事業者

Sランク

基準

＊ 1　PRTR法
６－９参照

＊ 2　排出権取引
３－ 8参照

＊ 3　公害防止協定
２－ 10 参照

＊ 4　�建築環境総合性能評価シ
ステム

（CASBEE：Comprehensive 
Assessment System for Built
Environment Efficiency）
建築環境総合性能評価システ

ムは、分譲共同住宅等の建築物
の性能をS、A、B＋、B－など
に評価するものです。販売広告
などへの表示を義務付けてお
り、より環境性能の高い住宅等
の普及を図っています。

＊ 5　環境影響評価制度
５－３参照

環境行政の手法には、規制基準を設け、その順守を義務付けるものや、経済
的なインセンティブにより行動を促すものなど、さまざまな手法があります。
環境行政を推進していくうえでは、対象や、目的に応じて、こうした手法を組
み合わせること（いわゆるポリシーミックス）が必要です。

環境行政の手法1-7



52 53

第１次一括法、第２次一括法は、「地域の自主性
及び自立性を高めるための改革の推進を図るため
の関係法律の整備に関する法律」という同じ名称
であることから、便宜上、このように呼ばれてい
ます。

自治体の視点

権限移譲

権限移譲

義務付け・枠付けの見直しと条例制定権の拡大
（基準の条例への委任）

義務付け・枠付けの見直しと条例制定権の拡大
（基準の条例への委任）

従うべき基準（＊１）

標準（＊２）

参酌すべき基準（＊３）

変
更
項
目

環
境
分
野
の
主
な
見
直
し
項
目

・騒音規制法、悪臭防止法、振動規制法に基づく
規制地域の指定等（特例市まで→一般市まで）

・都市計画法の区域区分（都道府県→指定都市）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 など

・NOx・PM法の総量削減計画の同意（廃止）
・大気汚染防止法の指定ばい煙総量削減計画
  （公告義務→公表の努力義務）
・廃棄物処理法の一般廃棄物処理計画
  （公表義務→公表の努力義務）
・都市公園法の都市公園の設置基準
  （参酌すべき基準として位置付け）など

一括法への対応

＊ 1　従うべき基準
従うべき基準は、条例の内容

を直接的に拘束する、必ず適合
しなければならない基準であ
り、基準の範囲で条例により規
定することが可能となっていま
す。

＊ 2　標準
標準は、通常よるべき基準で

あり、合理的な理由がある範囲
内で、地域の実情に応じた「標
準」と異なる内容が許容されま
す。

＊ 3　参酌すべき基準
参酌すべき基準については、

一定の基準が示されますが、地
域の実情に応じ、異なる内容を
定めるものが許容されます。

第１次一括法、第２次一括法の中で、環境法も改正され、権限移譲や、義務
付け・枠付けの見直しと条例制定権の拡大などが図られました。こうした法改
正のうち、特に義務付け、枠付けの見直しと条例制定権の拡大については、従
うべき基準、標準、参酌すべき基準の区分などを踏まえ、条例で基準等を規定
する必要があります。

2-13
関連条文等（法律）地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を
　　　　　　　　　図るための関係法律の整備に関する法律（一括法）
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固定価格買取制度（＊1）

電気事業者Ａの買取対象
（＊２）

電気事業者Ｂの買取対象
（＊２）

電
気
事
業
者
Ａ

電
気
事
業
者
Ｂ

賦課金
回収

賦課金
回収

電力需要家Ａ
（需要規模大）

電力需要家Ｂ
（需要規模小）

買取費用（＊3）
の支払い

買取費用（＊3）
の支払い

回収した賦課金
納付

回収した賦課金
納付

買取費用の交付

買取費用の交付

費
用
負
担
調
整
機
関（
＊
４
）

固定価格買取制度の導入により、再生可能エネルギーの普及が期待され
ますが、こうした電力を送電網で受け入れるには、その容量を大きくす
る必要があること、太陽光は昼間のみの発電であり、全体として最適化
していく必要があるなど、電力供給の安定化のための課題もあります。

自治体の視点

再生可能エネルギーの
導入促進のための買取制度

＊ 1　固定価格買取制度
固定価格買取制度は、2011

年に成立した再生エネルギー特
措法を根拠とするものです。
太陽光発電については、2009

年 11 月から余剰電力買取制度
が導入されていますが、この制
度に基き、買取が行われている
ものは、新たに導入される再生
可能エネルギー買取制度の下で
引き続き買取が継続されます。

＊ 2　�買取対象の再生可能エネ
ルギー

太陽光、風力、水力、地熱、
バイオマスが対象となります。

＊ 3　調達価格等
買取費用の算定根拠となる再

生可能エネルギーの調達価格及
び調達期間は全国一律であり、
調達価格等算定委員会の意見を
尊重し、経済産業大臣が定めま
す。

＊ 4　費用負担調整機関
電気事業者からの納付金の徴

収や、買取費用に充当する資金
の交付などを行う機関です。全
国で 1つとなっており、一般社
団法人低炭素投資促進機構が指
定されました。

再生可能エネルギーの普及を促進するため、発電した電力の全量について固
定価格で買取を義務付ける制度が創設され、2012年 7月から運用されるこ
とになっています。ただし、住宅等の小規模な太陽光発電については、引き続き、
余剰部分のみが買取の対象となります。関連条文等（法律）再生エネルギー特措法
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